
第２節

障害のある人の情報アクセシビ
リティを向上するための施策

１．�情報バリアフリーアクセシビリ
ティの向上

（１）�総合的な支援

　地域生活支援事業においては、障害のある
人の情報通信技術の利用・活用の機会の拡大
を図るため、IT関連施策の総合サービス拠点
となる障害者ITサポートセンターの運営（26
都府県：平成25年度末時点）や、パソコンボ
ランティア養成・派遣等が実施されている。

（２）�障害のある人に配慮した機器・システ
ムの研究開発

　情報通信の活用によるメリットを十分に享
受するためには、障害のある人を含めだれも
が、自由に情報の発信やアクセスができる社
会を構築していく必要がある。
　障害のある人の利用に配慮した情報通信機
器・システムの研究開発の推進に当たっては、
その公益性・社会的有用性が極めて高いにも
かかわらず、収益性の低い分野であることか
ら、国立研究機関等における研究開発体制の
整備及び研究開発の推進を図るとともに、民
間事業者等が行う研究開発に対する支援を行
うことが重要である。
　総務省では、高齢者や障害のある人の生活
支援などに寄与するため、脳の仕組みを活か
し、日常生活における行動・コミュニケーショ
ン支援を可能とする技術の研究開発を実施し
ている。平成26年度については、これまで開
発を進めてきた技術を統合し、ネットワーク
型ブレイン・マシン・インターフェース（BMI）
の基盤技術を確立した。

　また、家電メーカーにおいては、ユニバー
サルデザイン配慮家電製品として、障害者・
高齢者に配慮した家電製品の開発・製造に努
めるとともに、障害のある人や高齢者が携帯
電話を購入する際に目安とすることができる
チェックリストの策定を行った。

（３）�障害のある人の利用に配慮したシステ
ムの普及

ア　�アクセシビリティ指針の策定
　近年、補聴器の小型化・高性能化の開発は
目覚ましいものがあり、屋外等の離れた場所
からでも、距離や周囲の騒音の影響を受けず
に聞き取ることができる電波を利用した補聴
援助システム（ワイヤレス補聴器）について
の需要が高まっている。
　また、特別支援学校等の教育の場において
も、幼児児童生徒の耳元に教師及び他の生徒
の声を確実に届け、スムーズな会話を行うこ
とのできるシステムが望まれている。また、
日常生活で補聴器を利用している難聴者に
あっても、講演などの場において講師の声が
スムーズに聞くことのできるシステムが求め
られている。
　こうしたことから、個人や集団で使用する
電波を利用した補聴援助システムについて、
制度化を図った。

イ　�JIS及び国際標準化の推進
　平成18年までに、情報アクセシビリティの
JIS（日本工業規格）であるJIS X8341シリー
ズ「高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通
信における機器、ソフトウェア及びサービス」
５部門（「共通指針」、「情報処理装置」、「ウェ
ブコンテンツ」、「電気通信機器」、「事務機器」）
の制定を完了した。
　国内の規格開発と並行し、国際的な情報ア
クセシビリティのガイドライン共通化を図る
ため、JIS X8341シリーズのうち、「共通指針」、
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「情報処理装置」、及び「事務機器」について、
ISO（国際標準化機構）へ提案を行い、平成
24年までにそれぞれ国際規格が制定された。
　また、国際規格等の動向にあわせ、「共通
指針」及び「ウェブコンテンツ」に関する
JISについて平成22年に改正が行われたとと
もに、JIS X8341シリーズとして「アクセシ
ビリティ設定」を平成23年に、「対話ソフト
ウェア」を平成25年に制定した。
　電気通信機器のアクセシビリティに関する
JISについては、国際規格等の動向にあわせ、

平成24年に改正された。

（４）�ホームページ等のバリアフリー化の推
進

　各府省は、高齢者や障害のある人を含めた
すべての人々の利用しやすいものとするた
め、ウェブコンテンツ（掲載情報）に関する
日本工業規格（JIS X 8341-３）を踏まえ、ホー
ムページにおける行政情報の電子的提供の充
実に努めている。
　総務省では、高齢者や障害のある人を含む

■図表7-12　アクセシビリティに関する規格体系※漢数字等修正あり、別添

資料：経済産業省

JIS X8341-1 高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信にお
　ける機器、ソフトウェア及びサービス－第一部：共通指針

JIS　S0023 高齢者配慮設計指針－衣料品
JIS　X8341-2 高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機

器、ソフトウェア及びサービス－第２部：パーソナルコンピュータ
JIS　X8341-3 高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機

器、ソフトウェア及びサービス－第３部：ウェブコンテンツ
JIS　X8341-4 高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機

器、ソフトウェア及びサービス－第４部：電気通信機器
JIS　X8341-5 高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機

器、ソフトウェア及びサービス－第５部：事務機器
JIS　X8341-6 高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機

器、ソフトウェア及びサービス－第６部：対話ソフトウェア
JIS　X8341-7 高齢者・障害者等配慮設計指針－情報通信における機

器、ソフトウェア及びサービス－第７部：アクセシビリティ設定
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すべての人が地方公共団体のホームページ等
を利用することができるよう、ウェブアクセ
シビリティ維持・向上のための手引き書とな
る「みんなの公共サイト運用モデル」を平成
17年度に策定しており、平成22年８月に「ウェ
ブコンテンツ」に関するJISの改正が行われ
たこと等を受け、平成22年度に本運用モデル
の改訂を行った。

２．�社会参加を支援する情報通信シ
ステムの開発・普及

（１）�電子投票の実施の促進

　電子投票とは、電磁的記録式投票機（いわ
ゆる電子投票機）を用いて投票する方法であ
り、開票事務の迅速化に貢献するとともに、
自書を必要としないことから、自書が困難な
選挙人であっても比較的容易に投票すること
が可能である。
　我が国における電子投票は、平成14年２月
より、地方公共団体の議会の議員及び長の選
挙において導入することが認められている。
平成27年３月末現在、電子投票条例を制定し
ている市町村は６団体である。
　総務省としては、電子投票の導入を促進す
るにあたり、電子投票システムの更なる信頼
性向上のための技術的な課題や導入団体の実
施状況等についての調査分析を引き続き行
い、地方公共団体に対する必要な情報の提供
に取り組んでいる。

（２）�テレワークの推進

　テレワークはICT（情報通信技術）を活用
した、場所と時間にとらわれない柔軟な働き
方であり、女性、高齢者、障害のある人等の
就業機会の拡大にも寄与するものと期待され
ている。
　政府では、テレワークが様々な働き方を希
望する人の就業機会の創出及び地域の活性化

等に資するものとして、関係各省が連携し、
テレワークの一層の普及拡大に向けた環境整
備、普及啓発等を推進することとしている。
　総務省においては、時間や場所の制約を受
けることのない柔軟な働き方を可能とすると
ともに、仕事と育児・介護の両立、高齢者等
の多様な人材の就業機会の拡大に資するテレ
ワークの本格的普及を図るため、民間企業に
対するテレワークの導入・運用に向けた専門
家派遣や、これら取組を通じたテレワーク優
良導入事例の策定を行った。さらに全国各地
でセミナーを開催し、その普及を図った。

３．情報提供の充実

（１）�情報提供に係る研究開発の推進

ア　�民間による研究開発に対する支援
　総務省では、高齢者や障害のある人向けの
通信・放送サービスの開発を行うための通信・
放送技術の研究開発を行う者に対し、支援を
行っているほか、国立研究開発法人情報通信
研究機構（平成27年３月までは、独立行政法
人情報通信研究機構）を通じて、身体に障害
のある人のための通信・放送サービスの提供
又は開発を行う者に対する助成、情報提供を
実施している。

イ　�使いやすい電話機の開発
　通信サービスの中でも特に電話は、障害の
ある人にとって日常生活に欠かせない重要な
通信手段となっており、こうした状況を踏ま
え、電気通信事業者においても、音量調節機
能付電話等福祉用電話機器の開発や車いす用
公衆電話ボックスの設置など障害のある人が
円滑に電話を利用できるよう種々の措置を講
じている。
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（２）�情報提供体制の整備

ア　�情報ネットワークの整備
　ネットワークを利用し、新聞情報等を即時
に全国の点字図書館等で点字データにより受
信でき、かつ、視覚に障害のある人が自宅に
いながらにしてウェブ上で情報を得られる

「点字ニュース即時提供事業」を行っている。
　また、社会福祉法人日本点字図書館を中心
として運営している視覚障害情報総合ネット
ワーク「サピエ」により、点字・録音図書情
報等の提供を行っている。
　障害のある人の社会参加に役立つ各種情報
の収集・提供と、情報交換の支援を行う「障
害者情報ネットワーク（ノーマネット）」では、
障害のある人からの情報アクセスを容易にす
るため、文字情報、音声情報及び画像情報を
統合して同時提供するマルチメディアシステ
ム化を図るとともに、国内外の障害保健福祉
研究情報を収集・蓄積し、インターネットで
提供する「障害保健福祉研究情報システム」
を構築している。
　また、平成21年６月に可決成立した著作権
法改正により、障害者のために権利者の許諾
を得ずに著作物等を利用できる範囲が抜本的

に見直され、障害の種類を限定せずに、視覚
や聴覚による表現の認識に障害のある者が広
く対象になるとともに、視覚障害のある人に
ついては、デジタル録音図書の作成、聴覚障
害者については、映画や放送番組への字幕・
手話の付与など、それぞれの障害者が必要と
する幅広い方式での複製等が可能となった。
なお、当該複製等を行う主体についても、障
害者施設に加えて、公共図書館等の施設など
も含まれることとなった。
　また、平成25年６月に、「盲人、視覚障害
者その他の印刷物の判読に障害のある者が発
行された著作物を利用する機会を促進するた
めのマラケシュ条約（仮称）」が採択された
ことを踏まえ、平成26年度文化審議会著作権
分科会法制・基本問題小委員会において、本
条約締結のための制度整備やその他障害者の
著作物へのアクセスを促進するための制度等
の在り方について検討を行った。

イ　�政府広報における情報提供
　内閣府では、視覚に障害がある方に対して
政府の重要な施策の情報を提供するため、政
府広報として音声広報CD「明日への声」及び
点字・大活字広報誌「ふれあいらしんばん」

【左：音声広報CD「明日への声」】

【右：点字・大活字広報誌「ふれあ
いらしんばん」】

■図表7-13
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